
様式 １ 公表されるべき事項

国立大学法人福岡教育大学の役職員の報酬・給与等について

Ⅰ 役員報酬等について

1 役員報酬についての基本方針に関する事項

① 平成２０年度における役員報酬についての業績反映のさせ方

② 役員報酬基準の改定内容

法人の長

理事

理事（非常勤）

監事

監事（非常勤）

２ 役員の報酬等の支給状況

平成２０年度年間報酬等の総額

報酬（給与） 賞与 就任 退任
千円 千円 千円 千円

18,255 12,780 5,173 302
（通勤手当）

千円 千円 千円 千円

12,460 8,736 3,536 188
（通勤手当）

千円 千円 千円 千円

12,296 8,736 3,536 24
（通勤手当）

千円 千円 千円 千円

12,523 8,736 3,536 250
（通勤手当）

千円 千円 千円 千円

1,229 1,200 29
（通勤手当）

千円 千円 千円 千円

1,244 1,200 44
（通勤手当）

前職

Ａ監事
（非常勤）

就任・退任の状況
役名

その他（内容）

法人の長

A理事

B理事

C理事

Ｂ監事
（非常勤）

改定なし

改定なし

国立大学法人福岡教育大学役員給与規程により、期末特別手当において、学長は、各役
員の在職期間における職務実績等に応じ、期末特別手当の額を、１００分の１０の範囲内
で、これを増額し、又は減額することができる。

該当なし

該当なし

該当なし



３ 役員の退職手当の支給状況（平成２０年度中に退職手当を支給された退職者の状況）

区分 支給額（総額） 退職年月日 業績勘案率 前職

千円 年 月

該当なし

千円 年 月

該当なし

千円 年 月

該当なし

千円 年 月

該当なし

千円 年 月

該当なし

千円 年 月

該当なし
監事B
（非常勤）

監事A
（非常勤）

法人の長

理事A

理事B

理事C

法人での在職期間 摘 要



Ⅱ 職員給与について
１ 職員給与についての基本方針に関する事項

② 職員給与決定の基本方針
ア 給与水準の決定に際しての考慮事項とその考え方

イ 職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方

〔能率、勤務成績が反映される給与の内容〕

ウ 平成２０年度における給与制度の主な改正点

２ 職員給与の支給状況

① 職種別支給状況

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

360 45 7,553 5,439 119 2,114
人 歳 千円 千円 千円 千円

81 42.6 5,502 4,014 137 1,488
人 歳 千円 千円 千円 千円

183 47.5 8,692 6,173 112 2,519
人 歳 千円 千円 千円 千円

4 51.8 5,177 3,799 165 1,378
人 歳 千円 千円 千円 千円

88 41.8 7,227 5,329 112 1,898
人 歳 千円 千円 千円 千円

1
人 歳 千円 千円 千円 千円

2
人 歳 千円 千円 千円 千円

1

技能・労務職種

教育職種（外国人教師）

その他医療職種
（看護師）

教育職種（附属義務
教育学校教員）

その他医療職種
（医療技術職員）

① 人件費管理の基本方針

給与種目
賞与：勤勉手当

（査定分）

制度の内容

昇給

昇格

夏期及び冬期の賞与について，それぞれ６月間の勤務成績によって支給
割合を決定し、賞与の増減を行っている。
１月１日に実施。数段階の昇給区分を設定し、１年間の勤務実績に応じて
上位の号俸に昇給させることができる。
勤務成績が良好であり、かつ国家公務員の給与法を準拠した基準を満た
すもので、職務能力が適当と認められる者については、上位の職務の級に
昇格させることができる。

事務・技術

教育職種
（大学教員）

うち賞与平均年齢
平成２０年度の年間給与額（平均）

総額
区分

常勤職員

うち所定内人員

運営費交付金により、人員定数及び調整係数等を勘案した人件費を算出し、その範囲内
で執行した。

国家公務員の給与水準を参考にして、本学の財政状況等を考慮し、社会一般情勢に適合
したものとなるように決定している。

職員の勤務成績等に応じて、現に受けている俸給についての昇給、昇格及び６月、１２月
に支給する賞与における支給割合の増減を行っている。

・通勤手当に関する細則の改正
通勤のため交通機関等を利用する職員について、「より経済的に」という観点で、６ヶ月

定期認定による通勤手当支給の導入に伴う規程改正。
・教育業務連絡指導手当の改正。
主幹教諭の新設による予算措置が行われ、副校長に次ぐ準管理職的な地位であるた

め、教育業務連絡指導手当を、それに相応しい単価（業務に従事した日１日につき６００
円を９００円）に改正
・調整手当支給割合の改正
本学附属の所在地福岡市に勤務する職員の支給割合を、他の職員との均衡を考慮し、

８％に据え置き、東京都特別区に勤務する職員の調整手当支給割合を１４．５％から１５％
に引き上げたもの。



人 歳 千円 千円 千円 千円

9 53.7 3,582 2,633 60 949
人 歳 千円 千円 千円 千円

9 53.7 3,582 2,633 60 949

注：常勤職員については、在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。
注：常勤職員の医療職種（病院医師）、医療職種（病院看護師）については、該当者がいないため表の記載を省略した。
注：在外職員、任期付職員、再任用職員については該当者がいないため表の記載を省略した。
注：常勤職員の教育職員（外国人教師）、その他医療職員（医療技術職員）及びその他医療職員（看護師）に

ついては、該当者が２名以下であるため、当該個人情報に関する情報が特定されるおそれのあることから、
人数以外は記載していない。

注：常勤職員の「技能・労務職種」とは、教務助手、調理師、用務員等である。
注：非常勤職員の事務・技術以外の職種については、該当者がいないため表の記載を省略した。

非常勤職員

事務・技術



②

注：①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下、⑤まで同じ。

年齢４８～５１歳の該当者は３人であるため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、年間給与額の

第１・第３分位については表示していない。

（事務・技術職員）

四分位 四分位

第１分位 第３分位

代表的職位
人 歳 千円 千円 千円

・課長 7 54.1 7,389 7,905 8,335

・課長補佐 11 50.7 5,514 6,315 7,188

・係長 33 44.4 4,967 5,596 6,070

・主任 8 36.6 4,272 4,662 4,884

・係員 22 34.4 3,128 3,991 4,678

注：「課長」には、課長相当職である「室長」を含み、「課長補佐」には課長補佐相当職である
「専門員」を含み、「係長」には係長相当職である「専門職員」を含む。

注：年齢２４～２７歳の該当者は１人であるため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、年間給与額の

第１・第３分位については表示していない。

（教育職員（大学教員））

四分位 四分位

第１分位 第３分位

代表的職位 人 歳 千円 千円 千円

・教授 105 53.2 8,869 9,686 10,399

・准教授 69 39.9 6,898 7,226 7,771

・講師 7 42.5 5,325 6,381 8,107

・助教 2 31.5 － －

注：代表的職位の助教欄については該当者が２名のため、当該個人に関する情報が特定される

おそれのあることから、年間給与の平均額は表示していない。

年間給与の分布状況（事務・技術職員／教育職員（大学教員）〕

平均

人員 平均

平均年齢

分布状況を示すグループ 平均年齢

人員分布状況を示すグループ
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区分 計 １０級 ９級 ８級 ７級 ６級

標準的 局長 局長 局長 次長
な職位 課長、室長

人 人 人 人 人 人

81 3
（割合） （ %） （ %） （ %） （ %） （３．７％）

歳 歳 歳 歳 歳

～ ～ ～ ～ ５９～５３

千円 千円 千円 千円 千円

～ ～ ～ ～ 6,306～5,970

千円 千円 千円 千円 千円

～ ～ ～ ～ 8,711～8,238

区分 計 ５級 ４級 ３級 ２級 １級

標準的 課長、室長 室長、課長補佐 係長 主任 係員
な職位 課長補佐 係長 主任 係員

人 人 人 人 人 人

5 15 37 9 12
（割合） （６．２%） （１８．５%） （４５．７%） （１１．１%） （１４．８%）

歳 歳 歳 歳 歳

５９～４０ ５９～４６ ５８～３４ ３８～２９ ５５～２６

千円 千円 千円 千円 千円

5,942～5,127 5,219～4,315 4,718～3,084 3,561～2,615 3,044～2,102

千円 千円 千円 千円 千円

8,021～7,081 7,313～6,070 6,526～4,311 4,800～3,607 4,076～2,874

区分 計 ５級 ４級 ３級 ２級 １級

標準的 教授 准教授 講師 助教 新助手
な職位

人 人 人 人 人 人

183 105 66 10 2
（割合） （57.4%） （36.1%） （5.5%） （1.1%） （ %）

歳 歳 歳 歳 歳

62～40 58～31 62～28 ～ ～

千円 千円 千円 千円 千円

8,468～5,458 6,054～4,154 5,790～3,392 ～ ～

千円 千円 千円 千円 千円

11,797～7,842 8,518～5,737 8,122～4,763 ～ ～

注：２級における該当者が２人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、

「年齢（最高～最低）」以下の事項について記載していない。

③

職級別在職状況等（平成２１年４月１日現在）（教育職員（大学教員））

所定内給与
年額(最高～

最低)

年間給与額
(最高～最低)

人員

所定内給与
年額(最高～

最低)

年間給与額
(最高～最低)

所定内給与
年額(最高～

最低)

職級別在職状況等（平成２１年４月１日現在）（事務・技術職員）

年齢（最高
～最低）

人員

人員

年齢（最高
～最低）

年齢（最高
～最低）

年間給与額
(最高～最低)



（事務・技術職員）

夏季（６月） 冬季（１２月） 計
％ ％ ％

63.9 68.1 66.1
％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 36.1 31.9 33.9

％ ％ ％

最高～最低 38.3～33.4 35.2～30.0 34.6～32.4

％ ％ ％

64.4 67.4 66.0
％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 35.6 32.6 34.0

％ ％ ％

最高～最低 38.3～32.3 35.2～29.0 36.7～31.1

（教育職員（大学職員））

夏季（６月） 冬季（１２月） 計
％ ％ ％

65.4 69.4 67.5
％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 34.6 30.6 32.5

％ ％ ％

最高～最低 37.9～33.2 31.0～30.0 34.3～31.7

％ ％ ％

65.2 68.3 66.8
％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 34.8 31.7 33.2

％ ％ ％

最高～最低 45.4～32.3 42.1～29.5 43.7～30.8

⑤

対国家公務員（行政職（一）） 82.8
対他の国立大学法人等 94.6

対他の国立大学法人等 96.9

注： 当法人の年齢別人員構成をウエイトに用い、当法人の給与を国の給与水準（「対他の国立大学法人等」

においては、すべての国立大学法人等を一つの法人とみなした場合の給与水準）に置き換えた場合の給

④

職員と国家公務員及び他の国立大学法人等との給与水準（年額）の比較指標（事務・技術職員／教育職員
（大学教員））

区分

一律支給分（期末相当）

一般
職員

一律支給分（期末相当）

一般
職員

区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）

賞与（平成２０年度）における査定部分の比率（事務・技術職員／教育職員（大学教員））

一律支給分（期末相当）

管理
職員

（事務・技術職員）

（教育職員（大学教員））

与水準を100として、法人が現に支給している給与費から算出される指数をいい、人事院において算出



給与水準の比較指標について参考となる事項

○事務・技術職員

地域勘案 88.4

参考 学歴勘案 81.9

地域・学歴勘案 87.9

○教育職員（大学教員）と国家公務員との給与水準（年額）の比較指標 95.2

注：上記比較指標は、法人化前の国の教育職（一）と行政職（一）の年収比率を基礎に、平成２０年度の

教育職員（大学教員）と国の行政職（一）の年収比率を比較して算出した指数である。

（なお、昨年度までは教育職員（大学教員）と国家公務員（平成１５年度の教育職（一））との給与水準（年額）

の比較指標である。）

Ⅲ 総人件費について

当年度
（平成２０年度）

前年度
（平成１９年度）

千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(A)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(Ｂ)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(Ｃ)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(D)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ)

注：「非常勤役職員」においては、人材派遣契約に係る費用等を含んでいるため、財務諸表附属明細書
の「１７役員及び教職員の給与の明細」における非常勤の合計額と一致しない。

総人件費について参考となる事項

（△６．１）4,445,908 4,372,875 73,033 △２８８，０３８（１.７）

（△７．５）

（９．８） 32,67525,557 （１２．９）

△５，９３２ （△１．４）

88,788
退職手当支給額

項目 内容

（△６．４）

（２４．９） （△１２．０）

給与、報酬等支給総額

指数の状況

対国家公務員 82.8

△６０，５４１

（△１．１） △２２６，４１１

中期目標期間開始時（平
成１６年度）からの増△減比較増△減

△３５，378

給与水準の決定に際し、今後も国家公務員の給与水準を参考にして、本学の財政状況
等を考慮し、社会一般情勢に適合したものとなるように決定する。

講ずる措置

【国からの財政支出について】
支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合 ６７．６％
（国からの財政支出額 ４，５７０百万円
支出予算の総額 ６，７５８百万円（平成２０年度予算）

【検証結果】当法人においては、国の給与水準を保っており、適正なものと判断した。

260,442

3,297,645 3,333,023

357,105

区 分

非常勤役職員等給与
285,999

445,893

最広義人件費

△３３，７５９416,371 422,303
福利厚生費

給与水準の適切性の
検証

・給与、報酬等支給額及び最広義人件費について
「給与、報酬等支給総額」は、人件費削減の取組として常勤の職員について人員の不補充を行ったため
対前年比１．１％の減少となった。「最広義人件費」は対前年比１．７％の増加となったが、この主な要因
は、退職者が前年に比べ増加したこと等により約9,000万円増額となったことによるものである。

・「行政改革の重要方針」による人件費削減の取り組みについて
中期目標：「行政改革の重要方針」（平成１７年度１２月２４日閣議決定）において示された総人件費改革
の実行計画を踏まえ、人件費削減の取組を行う。
中期計画：総人件費改革の実行計画を踏まえ、平成２１年度までに概ね４％の人件費削減を図る。



基準年度
(平成17年度）

平成18
年度

平成19
年度

平成20
年度

3,564,799 3,410,601 3,333,023 3,297,645

△４．３ △６．５ △７．５

△４．３ △７．２ △８．２

注：「人件費削減率（補正値）」とは、「行政改革の重要方針」（平成１７年１２月２４日閣議決定）による人事院勧告を

踏まえた官民の給与較差に基づく給与改定分を除いた削減率であり、平成１８年、平成１９年、平成２０年度の

行政職（一）職員の年間平均給与の増減率は０％、０．７％、０％である。

注：基準年度（平成１７年度）の給与、報酬等支給総額は、法人移行時の人件費予算相当額を基礎に算出した平成
１７年度人件費予算相当額である。

Ⅳ 法人が必要と認める事項
特になし

人件費削減率
（％）

人件費削減率（補正値）
（％）

総人件費改革の取組状況

年 度

給与、報酬等支給総額
（千円）
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